
○設楽町自主防災会事業費補助金交付要綱 

令和４年12月26日 

告示第52号 

(目的) 

第１条 この要綱は、地域防災力の向上を図るため、自主防災会の活動を推進するこ

とを目的として、防災資機材の整備や防災訓練等を行う自主防災会に対し、予算の

範囲内において設楽町自主防災会事業費補助金費(以下、「補助金」という。)を交

付するものとし、その交付に関しては、設楽町補助金等交付規則(平成17年設楽町規

則第40号)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この要綱において自主防災会とは、設楽町行政区設置に関する規則(平成17年

設楽町規則第６号)第２条の規定による行政区を基本として、規約に基づいて防災の

ために活動する、地区の住民により自主的に結成された組織とする。 

(補助対象事業及び補助経費) 

第３条 補助対象事業及び補助対象経費は別表第１のとおりとし、補助金の額は別表

第２のとおりとする。 

２ 前項に定める補助対象事業が他の要綱に基づく補助金の交付を受けている場合

は、補助の対象外とする。 

(交付の申請) 

第４条 補助金の交付を受けようとする自主防災会(以下「補助事業者」という。)

は、補助金交付申請書(様式第１)に次に定める書類を添えて町長に提出しなければ

ならない。 

(1) 事業計画書(様式第２) 

(2) 収支予算書(様式第３) 

(3) 見積書の写し 

(4) 資機材の写真(資機材の修繕をする場合に限る。) 

(5) 自主防災会規約及び役員名簿 

２ 補助金は、補助対象事業ごとに申請することができるものとする。 

３ この要綱の規定により補助金の交付を受けた補助対象事業は、同年度に再び申請



することはできないものとする。 

(交付の決定) 

第５条 町長は、前条による申請があったときは、当該申請書に係る事業(以下「補助

事業」という。)の目的及び内容を審査し、補助金の交付を決定したときは、補助金

交付決定通知書(様式第４)により通知する。 

(交付の条件) 

第６条 次に掲げる事項を条件として付するものとする。 

(1) 補助金を、補助事業の目的以外に使用してはならないこと。 

(2) 補助事業の内容や交付決定額の20％以上の減額を必要とする変更をする場合

は、あらかじめ町長の承認を受けること。 

(3) 補助事業を中止又は廃止しようとする場合、あらかじめ町長の承認を受けるこ

と。 

(4) 補助事業が予定の期間に完了しないとき、又はその事業の実施が困難になった

ときは、速やかに町長に報告し、その指示を受けること。 

(変更等の承認申請) 

第７条 前条第２号及び第３号の規定により町長の承認を受けようとする場合は、変

更承認申請書(様式第５)に次に定める書類を添えて町長に提出しなければならな

い。 

(1) 変更事業計画書(様式第６) 

(2) 変更収支予算書(様式第７) 

(3) 変更見積書の写し 

(4) 資機材の写真(資機材の修繕に関する変更がある場合に限る。) 

(変更等の承認決定) 

第８条 町長は、前条の規定により変更の承認申請があった場合は、当該申請に係る

変更の内容を審査し、変更を承認するときは、変更決定通知書(様式第８)により通

知するものとする。 

(実績報告) 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了実績報告書(様式第９)に次

に掲げる書類を添えて、町長に報告しなければならない。 



(1) 事業実績書(様式第10) 

(2) 収支決算書(様式第11) 

(3) 領収書の写し 

(4) 補助事業の履行が確認できる写真 

(補助金の確定) 

第１０条 町長は、前条の報告を受けた場合においては、その報告に係る補助事業の

成果が補助金交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどう

かを審査し、必要に応じ現地調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金

の額を確定し、補助金確定通知書(様式第12)により通知する。 

(請求) 

第１１条 補助事業者は、前条の通知を受領した日から起算して、30日を経過した日

までに、請求書(様式第13)を町長に提出しなければならない。 

(概算払の請求) 

第１２条 補助金の交付の目的を達成するため特に町長が認めたときは、その全部又

は一部を概算払により補助金の交付を請求することができる。その場合は、概算払

請求書(様式第14)を提出しなければならない。 

(決定の取消し) 

第１３条 町長は、補助事業者が第６条にある交付の条件に違反したときや提出書類

の記載内容に偽りがあった場合は、補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消

すことができる。 

２ 前項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があった後に

おいても適用があるものとする。 

３ 町長は、第１項の規定による取消しをした場合は、補助金取消決定通知書(様式第

15)により通知する。 

(補助金等の返還) 

第１４条 町長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助金の当該取

消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その

返還を命ずるものとする。 

２ 町長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその



額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるもの

とする。 

３ 町長は、第１項及び第２項の規定により返還を命ずる場合は、補助金返還通知書

(様式第16)により通知する。 

(加算金及び遅延利息) 

第１５条 補助事業者は、第13条第１項の規定による処分に関し、補助金等の返還を

命ぜられたときは、その命令に係る補助金等の受領の日から返還の日までの日数に

応じ、当該補助金の額(その一部を納付した場合におけるその後の期間については、

既納額を控除した額)につき、年10.95パーセントの割合で計算した加算金を町に納

付しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納付期日までに納付しなかった

ときは、納付期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、未納付額につき、年10.95

パーセントの割合で計算した遅延利息を町に納付しなければならない。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則(令和５年12月22日告示第62号) 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

別表第１(第３条関係) 

補助対象事業 補助対象経費 

防災資機材購入・修繕事業 保存期間5年以上の保存食や保存水と防災の用に供

する資機材の購入及び修繕に要する経費(送料、名

入れ代含む。ただし、支払手数料は対象外とす

る。) 

防災活動推進事業 事務用品などの消耗品費、訓練用燃料費、炊き出し

訓練用材料費(賄材料費)、印刷代、防災講演会会場

使用料、講師謝礼(手土産代を除く。)、旅費、資料

代、損害保険料 

別表第２(第３条関係) 

補助対象事業 補助額 補助限度額 



防災資機材購入・修

繕事業 

補助対象経費の100分の80以内の

千円未満を切り捨てた額 

世帯数50以下の場合は250千

円、世帯数51以上100以下の

場合は300千円、世帯数101以

上の場合は350千円 

防災活動推進事業 補助対象経費の千円未満を切り捨

てた額 

150千円 

備考 補助金の限度額判定に用いる世帯数は、自主防災会を構成する行政区の住民

基本台帳に基づく世帯数で交付の申請をする年度の４月１日現在の数値とする。 

 


